
２２．．税税務務事事務務電電算算化化のの概概要要
　（１）　税情報システムの開発経緯

・個人市県民税（普徴・特徴） ・特別土地保有税 ・法人市民税（賦課） ・市税統計経理決算

・固定資産税 ・収納消込 ・法人事業所マスター作成

開 ・償却資産税 ・特徴異動処理

・軽自動車税 ・収納消込（滞納繰越分）

発

・個人市県民税一元化 ・固定資産税（賦課）

内 ・軽自動車税（賦課） ・市税滞納整理 ・法人市民税（消込）

・市税収納状況 ・個人市民税宛名異動

容 　オンライン化等

・住民マスター連携 ・市税業務日本語化

・口座振替分磁気テープ

　交換

地方税ポータルシステムの二次稼働

（電子申告対象税目追加、電子申請）

開 　　・共通宛名 追加税目

　　・法人市民税 　　・軽自動車税 　　・固定資産税 　・個人住民税（特別徴収分）

発 　　・個人市民税 　　・事業所税 　・事業所税

　　・収納管理 　　・諸税

内 　　・滞納整理

容

・

・ 地方税ポータルシステム

の一次稼働（電子申告）

・ 　　・法人市民税

　　・固定資産税（償却資産）

国税連携システム運用開始 電子納税システム運用開始 地方税ポータルシステム 市税総合情報システム

（税目追加）

開 　・宿泊税
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常駐外税情報照会システム
の稼動

の

（共通納税システムの運用
開始）

Ｒ元年度～

一次稼動業務のオンラ
イン停止時の照会

　〃　　過年度データの
照会

H１９年度～

市税総合情報システム
（統合 システム）の一次稼動

市税総合情報システム
（統合 システム）の二次稼動の
一部先行稼働

市税総合情報システム
（統合 システム）の二次稼動

Ｈ１４年度～

申告書、給報のイメー
ジ照会
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　（２）　ＯＡ機器の設置状況 令和３年４月１日現在

26
59 1

27
47 1

23
43 1

25
51 1

16
32 1

18
47 1
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16
47 1
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10
12 1 1

29 1
16
48 19 1

51 18
83 2 1

41 10

※ 全庁・財務会計端末除く。

そ の 他

合　　　　　　　計 731

納 税 課

課 税 課

本　　庁

納 税 企 画 課

課 税 企 画 課

納 税 管 理 課

特別滞納整理課

法 人 税 務 課

資 産 課 税 課

納 税 課

課 税 課
城南区

早良区

入部出張所

納 税 課

課 税 課

国税連携用端末機

納 税 課

課 税 課

課 税 課

納 税 課

課 税 課

区　役　所　・　課　名 市税総合情報ｼｽﾃﾑ用端末機

納 税 課

課 税 課

納 税 課

地方税ポータルｼｽﾃﾑ用端末機

東　　区

博多区

中央区

南　　区

西　　区

西部出張所

― 145 ―


